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（surrogate mother ［以下、サロゲイト型代理懐胎という］ ）と、②夫の精子とその妻
の卵子（あるいは第三者からの提供卵子）を体外受精させて得た胚を妻以外の女性の子宮
























































































意をみている。実際、2001 年 2 月に法務省の法制審議会に設置された生殖補助医療関連




































































































検討する 25。題材とする想定事例は以下の通りである。日本人夫婦 X と Y は渡米してア
メリカ人女性 A を代理母とする代理懐胎を計画している。夫婦は夫 X の精子と妻 Y の卵
子を体外受精し、できた胚を A の子宮に移植して、子 C をアメリカで出産してもらい、日





A、遺伝的なつながりを有するのは依頼者である妻 Y となることから、子 C の実母は分娩
者である A（生理上の母）、または Y（遺伝上の母）である。このことから、C の法律上の





以下では、依頼者である Y が C の法律上の母になるための手続を検討する。 
まず、代理母 A が未婚の場合には、A が親たる地位を終了させる手続を行った後に認知
（民法 779 条）を行うか、法律上の父である X（父子関係の確定については下記②参照）
の同意を得て養子縁組（民法 795 条）を行う必要があり、これらの手続を経て Y は C の
 33
法律上の母となる。次に、代理母 A が既婚の場合には、C は A の夫である B との間の嫡





準拠法は縁組当時の養親の本国法となると解することとなる（法例 20 条、ただし、20 条
1 項後段に注意する必要がある）。 







依頼者である X が子 C の法律上の父となるための手続を検討する。 
まず、非嫡出父子関係の発生についてであるが、代理母 A が未婚の場合と既婚の場合で
大きく異なる。代理母 A が未婚の場合、依頼者 X が認知を行う際に障害となる嫡出父子関
係の存在はなく、このような場合には、X は法例 18 条により定まる準拠法の定めに従っ
て認知を行うこととなる。X は日本人であるから、わが国の民法の規定に従い認知を行う
ことで C の法律上の父となる（法例 18 条、民法 779 条。ただし、法例 18 条 2 項に注意
する必要がある）。他方、代理母 A が婚姻している場合には、C は A とその夫 B の嫡出子
とされる可能性が高く、代理母夫婦の一方の本国法により子が嫡出子とされるときは、代
理母夫婦の嫡出子となることから（法例 17 条）、A または B の住所（domicile）の存する
地の法により C が嫡出子となるかどうかが定まる。C が AB の嫡出子となる場合には、代
理母の夫である B が父子関係を覆す手続を行い、その後に依頼者である X が認知を行うこ
















律上の親子関係が生じるかによって異なる。先述のように、代理母 A と依頼者 X との間に
は婚姻関係はないことから、A が未婚の場合には C は A の非嫡出子、A が婚姻している場
合には C は代理母夫婦 AB の嫡出子として出生すると考えると、C が出生により日本国籍
を取得することはないと考えられる。しかし、A が未婚の場合で X が胎児認知をしていた
場合、あるいは、わが国においても、先述のような考え方をとらず、依頼者である Y を法
律上の母とすると考えると、C は A が未婚であるか婚姻しているかを問わず日本国籍を取
得することができる。このような場合、C はアメリカ国籍と日本国籍を有する重国籍者と
なり、原則として 22 歳までにいずれかの国籍を選択しなければならないこととなる（国
籍法 14 条 1 項）。なお、わが国においては、国籍の取得事由を出生と帰化に限っており、
養子縁組による国籍取得はできないことから、上述のような方法で日本国籍の取得ができ
ない場合には、C は帰化の手続により日本国籍を取得することとなる 27。 
 
４－３ 子の出自を知る権利 









































2 http://www.kyoto-su.ac.jp/~takasima/rejume2.html（2006 年 1 月 20 日現在）の「第 6
講 生殖補助医療と法」を参照。 




（2006 年 1 月 31 日現在）で確認することができる。 
4 厚生科学審議会生殖補助医療部会「精子・卵子・胚の提供等による生殖補助医療制度の
整備に関する報告書」（2003 年 4 月 28）。  




り方についての報告書」（2000 年 12 月 28 日）においても代理懐胎は禁止されている。 
6 棚村政行「生殖補助医療と親子関係（1）」（法学教室 275 号 66 頁）。これと関連して、（社）
日本医師会「医師の職業倫理指針－平成 16 年 2 月－」（日本医師会雑誌第 131 巻第 7 号、




7 「代理出産国内 2 例目の誕生」（『読売新聞』2003 年 3 月 6 日）。 
8 詳細は、http://www.sumiyuki.co.jp/（2006 年 1 月 31 日現在）を参照。 
9 2001 年 1 月に開業した商業目的の「DNABANK」は、韓国人向けと日本人向けの事務
所を、ソウル市内に別々で設け、同時に日本国内にも事務所を構え業務を行っていたが、
アジア初の生命倫理法である韓国の「生命倫理および安全に関する法律」（2004 年 1 月 29
日公布）は卵子の売買を禁止しているため、2004 年 12 月をもって韓国と日本での営業を
中止した。なお、代理母の斡旋業務はこの法律の適用を受けないが、韓国内での斡旋業務
全般をやめ、第三国へ移転する予定であるという。洪賢秀「韓国における代理母：インタ
ーネット時代の秘密契約」（科学技術文明研究所 News Letter 3 号 2005 年 9 月）。 
10 不妊カップルなどに対し、韓国での代理出産を仲介する国内業者の存在が報道されてい
る。「代理出産に韓国ルート」（『読売新聞』2005 年 9 月 2 日）、「代理出産：日本人女性に
韓国で受けられるよう仲介…都内業者」（『毎日新聞』2005 年 9 月 3 日）。 





認めず…夫婦の抗告棄却」（『朝日新聞』2005 年 11 月 25 日）、「代理出産：出生届不受理
訴訟…最高裁が夫婦の抗告棄却」（『毎日新聞』2005 年 11 月 25 日）、「米で代理出産、出
生届…「不受理」最高裁確定」（『読売新聞』2005 年 11 月 25 日）。 
12 詳細は、床谷文雄「比較法（実質法）からみた生殖補助医療親子・代理母法」（国際私





13 詳細は、注12 に挙げた資料のほか、小野幸二「時報サロン 第3 回 家族法の話題」（戸
籍時報 554 号 42 頁以下）、織田有基子「生殖補助医療とアメリカ法の現状－いわゆる代
理母から出生した子の母親は誰か－」（国際私法年報第 6 号 220 頁以下参照）。 
14 詳細は、http://www.asrm.org/（2006 年 1 月 31 日現在）を参照。 




いては、棚村政行「生殖補助医療と親子関係（2）」（法学教室 276 号 32 頁以下）、両報




年 7 月 15 日）の詳細は http://www.moj.go.jp/PUBLIC/MINJI35/refer01.html（2006 年 1
月 31 日現在）で確認することができる。 
18 法制審議会生殖補助医療関連親子法制部会「精子・卵子・胚の提供等による生殖補助医
療により出生した子の親子関係に関する民法の特例に関する要綱中間試案の補足説明」
(2003 年 7 月 15 日)。なお、詳細は http://www.moj.go.jp/PUBLIC/MINJI35/refer02.pdf
（2006 年 1 月 31 日現在）で確認することができる。 






20 （社）日本産科婦人科学会は、1949 年の AID 児誕生以来、AID を黙認してきたが、1996
年 12 月になってようやくこれを生殖補助医療の手段として正式に承認している。 
21 たとえば、子の引渡しが問題となった事例として、（1）ベビーM 事件（In the Matter of 




































法的地位について」（戸籍 600 号 1 頁以下）、早川吉尚「国境を越える生殖補助医療－国
際私法の観点から－」（ジュリスト 1243 号 34 頁以下）、床谷・前掲（12）197 頁以下、
佐藤やよひ「『代理母』により誕生した子の母子関係の準拠法の決定について－現行法例















本弁護士連合会「生殖医療技術の利用に対する法的規制に関する提言」（2000 年 3 月）、
吉村泰典「非配偶者間の体外受精と代理懐胎－匿名性と出自を知る権利－」（医学のあゆみ
204 巻 13 号 1112 頁以下）参照。 
29 このような場合には、出自を知る権利が子の人格権の一種として承認されるとしても、
関係記録の閲覧等に関しては、記録管理機関の所在地の法に従って、権利の実現を図らざ
るを得ないとの見解が妥当であろう。床谷・前掲（12）210 頁。 
